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(57)【要約】
【課題】　大径のメインのチューブに対して小径のチュ
ーブを螺旋状に設けた形状のチューブを一体として一度
の押し出し成形で製作する。
【解決手段】　押出ダイからチューブ管を押し出す押出
機１２０と、押し出されたチューブ管を受け入れて冷却
する冷却装置１３０と、冷却されたチューブ管を所定速
度で引き取る引取機１４０と、チューブ管を所定長さの
チューブ体に切断する切断装置１５０を備えた構造にお
いて、引取機１４０がチューブ管２００に対して引取方
向の力に加え、チューブ管２００に対する回転トルクを
与え、チューブ管２００を回転させながら引き取る。押
出ダイ１２２が大径のチューブに対応する口金部分と沿
うように設けられた小径のチューブに対応する口金部分
とを備えている。引取機１４０の回転体のうち少なくと
も１つの回転方向が引取方向に対して傾いており、チュ
ーブ管２００に対して引き取り方向の力に加えて回転方
向の力も与える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　供給された原材料を溶融し、押出ダイから押し出してチューブ管を形成する押出機と、
　上流からの前記チューブ管の受け入れ口と下流への前記チューブ管の繰り出し口を備え
、前記押出機から押し出された前記チューブ管を受け入れて冷却する冷却装置と、
　前記冷却装置で冷却された前記チューブ管を所定速度で引き取る引取機と、
　前記引取機を通過した前記チューブ管を所定長さのチューブ体に切断する切断装置を備
え、
　前記引取機が、前記チューブ管に対して、前記チューブ管の引取方向の力に加え、前記
チューブ管に対する回転トルクを与えることが可能であり、前記引取機により前記チュー
ブ管を回転させながら引き取ることを特徴とする押出成形装置。
【請求項２】
　前記引取機が、前記チューブ管の外壁に接しながら回転する少なくとも１つの回転体を
備え、前記回転体のうち少なくとも１つの前記回転体の回転方向が前記引取方向に対して
傾いていることを特徴とする請求項１に記載の押出成形装置。
【請求項３】
　２つの前記回転体が対向して配置され、対向し合う前記回転体の間に前記チューブ管が
挟持された状態で前記回転体の回転により引き取られて行く構成において、対向し合う前
記回転体の一方の前記回転体の回転方向が前記引取方向に対して傾いていることを特徴と
する請求項１または２に記載の押出成形装置。
【請求項４】
　２つの前記回転体が対向して配置され、対向し合う前記回転体の間に前記チューブ管が
挟持された状態で前記回転体の回転により引き取られて行く構成において、対向し合う前
記回転体の一方の前記回転体の回転方向が前記引取方向に対して傾いていており、他方の
前記回転体の回転方向が逆方向に傾いていることを特徴とする請求項１または２に記載の
押出成形装置。
【請求項５】
　前記押出ダイが、大径のメインのチューブに対応する口金部分と、前記大径のメインの
チューブ管に沿うように設けられる１本または複数本の小径のチューブに対応する口金部
分とを備え、前記押出ダイから押し出される前記チューブ管の断面が、前記大径のメイン
のチューブと前記小径のチューブを備えたものとなり、前記チューブ体が前記大径のメイ
ンのチューブに対して前記小径のチューブが螺旋状に設けられたものとなる請求項１乃至
４のいずれかに記載の押出成形装置。
【請求項６】
　供給された原材料を溶融し、押出ダイから押し出してチューブ管を形成する押出機と、
上流からの前記チューブ管の受け入れ口と下流への前記チューブ管の繰り出し口を備え、
前記押出機から押し出された前記チューブ管を受け入れて冷却する冷却装置と、前記冷却
装置で冷却された前記チューブ管を所定速度で引き取る引取機と、前記引取機を通過した
前記チューブ管を所定長さのチューブ体に切断する切断装置を備えた押出成形装置を用い
た押し出し成形方法であって、
　前記引取機において、前記チューブ管に対して、前記チューブ管の引取方向の力に加え
、前記チューブ管に対する回転トルクを与える構成とすることにより、前記引取機により
前記チューブ管を回転させながら引き取ることを特徴とする押し出し成形方法。
【請求項７】
　前記引取機において、前記チューブ管の外壁に接しながら回転する少なくとも１つの回
転体を備えたものとし、前記回転体のうち少なくとも１つの前記回転体の回転方向が前記
引取方向に対して傾いていることを特徴とする請求項６に記載の押し出し成形方法。
【請求項８】
　前記引取機において、２つの前記回転体が対向して配置され、対向し合う前記回転体の
間に前記チューブ管が挟持された状態で前記回転体の回転により引き取られて行く構成と
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し、対向し合う前記回転体の一方の前記回転体の回転方向が前記引取方向に対して傾いて
いることを特徴とする請求項６または７に記載の押し出し成形方法。
【請求項９】
　前記引取機において、２つの前記回転体が対向して配置され、対向し合う前記回転体の
間に前記チューブ管が挟持された状態で前記回転体の回転により引き取られて行く構成と
し、対向し合う前記回転体の一方の前記回転体の回転方向が前記引取方向に対して傾いた
ものとするとともに、他方の前記回転体の回転方向が逆方向に傾いているものとすること
を特徴とする請求項６または７に記載の押出成形装置。
【請求項１０】
　前記押出ダイが、大径のメインのチューブに対応する口金部分と、前記大径のメインの
チューブ管に沿うように設けられる１本または複数本の小径のチューブに対応する口金部
分とを備えたものとし、前記押出ダイから押し出される前記チューブ管の断面が、前記大
径のメインのチューブと前記小径のチューブを備えたものとなり、前記チューブ体が、前
記大径のメインのチューブに対して前記小径のチューブが螺旋状に設けられたものとなる
、請求項６乃至９のいずれかに記載の押し出し成形方法。
【請求項１１】
　請求項１乃至５のいずれかに記載の押出成形装置により製作された、前記大径のメイン
のチューブに対して１本または複数本の前記小径のチューブが螺旋状に設けられたチュー
ブ体。
【請求項１２】
　前記小径のチューブのうち少なくとも１本が、前記大径のメインのチューブの外壁面に
沿うように設けられた請求項１１に記載のチューブ体。
【請求項１３】
　前記小径のチューブのうち少なくとも１本が、前記大径のメインのチューブの内壁面に
沿うように設けられた請求項１１に記載のチューブ体。
【請求項１４】
　前記小径のチューブのうち少なくとも１本が、前記大径のメインのチューブの肉厚内に
設けられた請求項１１に記載のチューブ体。
【請求項１５】
　請求項６乃至１０のいずれかに記載の押し出し成形方法により製作された、前記大径の
メインのチューブに対して１本または複数本の前記小径のチューブが螺旋状に設けられた
チューブ体。
【請求項１６】
　前記小径のチューブのうち少なくとも１本が、前記大径のメインのチューブの外壁面に
沿うように設けられた請求項１５に記載のチューブ体。
【請求項１７】
　前記小径のチューブのうち少なくとも１本が、前記大径のメインのチューブの内壁面に
沿うように設けられた請求項１５に記載のチューブ体。
【請求項１８】
　前記小径のチューブのうち少なくとも１本が、前記大径のメインのチューブの肉厚内に
設けられた請求項１５に記載のチューブ体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、金型からチューブを押し出して長尺のままインラインで引き取り、所定長さ
に切り出して個々のチューブ体を製造するチューブの押し出し成形技術に関する。特に、
チューブ管壁に独立管腔を設けたチューブ体の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、金型からチューブを押し出して長尺のままインラインで引き取り、所定長さに切
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り出して個々のチューブ体を製造するチューブの押し出し成形技術として、図１３のよう
な押出成形装置が知られている。
　図１３は、従来のチューブの押出成形装置１０の構成例を簡単に示す図である。
　押出成形装置１０はインライン型の製造装置となっており、上流側から順に、材料ホッ
パー１１、押出機１２、冷却水槽１３、引取機１４及びカッター１５が配列されている。
【０００３】
　材料ホッパー１１に使用する材料を投入する。材料は成形する素材に合わせて選択すれ
ばよい。例えば、ポリ塩化ビニルなどの材料を材料ホッパー１１に投入することにより、
材料が適量ずつ押出機１２に供給され、押出機１２内部にて溶融され、加圧されて押出機
１２の押出ダイ（口金）から押し出される。
【０００４】
　押出機１２の押出ダイから押し出されたチューブ管は、冷却水槽１３により冷却される
。冷却水槽１３は流水を溜めて水を張った水槽であり、上流からのチューブの受け入れ口
と下流へのチューブの繰り出し口を備え、押出機１２から押し出されてきた高温のチュー
ブを冷却し、引き取り可能な状態にする。押出機１２から押し出されて形成されたチュー
ブは、当初は１５０℃以上の高温であるが、下流に配置された冷却水槽１３により冷却さ
れてゆく。冷却水槽１３により冷却されたチューブは引取機１４により引き取られる。
【０００５】
　引取機１４は対向する２個１組のローラーを１つまたは２つ程度備えた構造であり、１
組のローラーはチューブの外径に応じた間隔で対向し合い、各々のローラーは、挟み込ん
でグリップしたチューブを下流側へ引き取る方向に回転しており、制御装置の制御に従っ
て、冷却水槽１３で冷却されたチューブを所定速度で引き取る。つまり、ローラーはチュ
ーブの上方および下方に１つずつ配置され、ローラーの回転軸はチューブの流れるインラ
インの方向に対して垂直であり、回転方向がチューブの流れる方向と平行になっている。
【０００６】
　カッター１５はこのようにして長尺で製造されたチューブを所定長さで切断するもので
あり、カッター１５の切断により１つのチューブ体として切り出される。この構成例では
、チューブの先端が位置センサ１６に触れるとカッター１５がチューブを切断するように
なっており、カッター１５と位置センサ１６との間隔に応じた長さのチューブ体が得られ
る。
【０００７】
　制御装置（図示せず）は、押出機１２からの樹脂の押し出し量や、引取機１４によるチ
ューブの引き取り速度などを制御するものである。制御装置は、予め記憶された制御プロ
グラムと、ユーザインタフェースとしてのコントロールパネルからの指示に基づいて製造
装置全体の動作制御を行う。制御装置がチューブの成形条件を制御することにより、所望
の肉厚のチューブが形成されるように押出機１２からの樹脂の押し出し量や、引取機１４
によるチューブの引き取り速度などを制御することにより所望の肉厚のチューブを形成す
ることが可能となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００１－３１７２９３号公報
【特許文献２】特開２００１－８２０９５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　押し出し成形で製作したチューブの用途の一つとして、医療機器である内視鏡の管部へ
の適用がある。
　近年、NOTES(Natural Orifice Translumenal Endoscopic Surgery：経管腔的内視鏡手
術)と呼ばれるまったく新しい次世代低侵襲内視鏡治療法が台頭してきている。NOTESとは
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従来の腹腔鏡手術（外科系）と消化器内視鏡治療（内科系）が発展的に統合された治療法
と言える。NOTESのような次世代内視鏡治療においては、これまで消化器内視鏡治療で用
いられてきた軟性内視鏡および軟性処置具が重要な部品と位置づけられる。しかし、これ
らの軟性処置具は、外科系の腹腔鏡手術などで使用されている硬性手術器具に比べて発揮
できる機能が小さく、種類も十分ではない等の多くの課題を抱えており、次世代内視鏡治
療の普及を妨げる大きな要因の一つとなっている。そのため次世代内視鏡治療を安全に臨
床導入し広く普及させてゆくためには、様々な種類の高機能な軟性内視鏡用の処置具の開
発が急務である。
【００１０】
　本出願の発明者らは、上記の軟性内視鏡の機能を補完するための専用のプラットフォー
ムとなる特殊なチューブの開発を行っている。この特殊なチューブとは、大径のメインの
チューブの外壁面に沿って１本または複数本の小径のチューブを螺旋状に設けたものであ
る。大径のメインのチューブは消化器内視鏡が挿入されるために使用され、小径のチュー
ブは鉗子類などの処置具を挿入するために使用するものである。
【００１１】
　大径のメインのチューブの軸に対して小径のチューブを螺旋状に設けるのは以下の理由
による。大径のメインのチューブに挿入された消化器用内視鏡の視界を利用して鉗子類な
どの処置具を操作するため、消化器用内視鏡の近隣にそれら鉗子類などの処置具を投入す
ることは重要である反面、あまりに近接しすぎると、剥離や切除という処置動作の自由度
が失われてしまう。もし、それら鉗子類などの処置具に対して、大径のメインのチューブ
に挿入された内視鏡の視軸に対する一定の偏位角（適度な捻れ）を与えて外側に開く角度
にて術野に突出させることができれば、大径のメインのチューブからの距離を保ちやすく
なり、剥離や切除という鉗子類の処置動作の自由度が確保される。そこで、小径のチュー
ブを大径のメインのチューブの軸に対して螺旋状になるように設ければ、鉗子類などの処
置具は螺旋状に回転しつつ先端から出射する角度が内視鏡の視軸に対して一定の偏位角を
もって外側に開く角度とすることができる。
【００１２】
　ここで、重要な課題として、大径のメインのチューブの軸に対して如何に小径のチュー
ブを螺旋状に設けたチューブを製作するかという課題がある。
　一つの想定されうる方法は、直管状の大径のメインのチューブを独立して製作するとと
もに、別個に直管状の小径のチューブを独立して製作し、後から直管状の大径のメインの
チューブの外壁面に直管状の小径のチューブを螺旋状に巻いて接着することが想定される
。しかし、この方法であれば、工程が複雑になるとともに、小径のチューブを螺旋状に接
着するために接着剤を使用すると接着作業が難しく手間がかかる上に人体の内腔の使用に
は不適切である。また、接着剤を使用せずに融着する場合であっても融着作業が難しく手
間がかかってしまう。
　もし、押し出し成形技術を用いて、大径のメインのチューブに対して所望の設計通りに
小径のチューブを螺旋状に外壁面に設けた複雑な形状のチューブが一体として一度の押し
出し成形で製作できれば理想的であるが、従来の押し出し成形技術においてそのような押
し出し成形技術が確立していなかった。
【００１３】
　上記問題点に鑑み、本出願の発明者らは、その難題に取り組み、ここに、新しい押し出
し成形技術を確立した。
　本発明は、大径のメインのチューブに対して所望の設計通りに小径のチューブを螺旋状
に外壁面、内周壁面または肉厚内に設けた形状のチューブを一体として一度の押し出し成
形で製作する押し出し成形方法およびその成形方法に用いる押出成形装置およびその成形
方法により製造されたチューブ管壁に螺旋状の独立管腔を設けたチューブ体を提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】



(6) JP 2012-201065 A 2012.10.22

10

20

30

40

50

　上記目的を達成するため、本発明の押出成形装置は、供給された原材料を溶融し、押出
ダイから押し出してチューブ管を形成する押出機と、上流からの前記チューブ管の受け入
れ口と下流への前記チューブ管の繰り出し口を備え、前記押出機から押し出された前記チ
ューブ管を受け入れて冷却する冷却装置と、前記冷却装置で冷却された前記チューブ管を
所定速度で引き取る引取機と、前記引取機を通過した前記チューブ管を所定長さのチュー
ブ体に切断する切断装置を備え、前記引取機が、前記チューブ管に対して、前記チューブ
管の引取方向の力に加え、前記チューブ管に対する回転トルクを与えることが可能であり
、前記引取機により前記チューブ管を回転させながら引き取ることを特徴とする押出成形
装置である。
　上記構成の押出成形装置によれば、押し出し成形されつつあるチューブ管を回転させな
がら引き取ることができ、従来は引取方向に直線状に押し出されるのみであった押し出し
成形物ではなく、メインのチューブ管の外壁面や内壁面に沿ってまたは肉厚内に螺旋状に
回転した構造物を設けた押し出し成形物を成形することができる。
【００１５】
　押出成形装置の引取機においてチューブ体に回転トルクを与える構成として、例えば、
引取機がチューブ管の外壁に接しながら回転する少なくとも１つの回転体を備え、回転体
のうち少なくとも１つの回転体の回転方向が引取方向に対して傾いているものが挙げられ
る。
　また、例えば、引取機の回転体が２つの回転体が対向して配置されたものであり、対向
し合う回転体の間にチューブ管が挟持された状態で回転体の回転により引き取られて行く
構成において、対向し合う回転体の一方の回転体の回転方向が引取方向に対して傾いてい
るものが挙げられる。
【００１６】
　このように、引取機の回転体の少なくとも１つが引取方向に対して斜めになっているこ
とにより、当該回転体がチューブ体に与える力が引取方向のベクトル成分に加えてチュー
ブ体が自転するような回転方向のベクトル成分が得られ、押し出し成形されつつあるチュ
ーブ管を回転させながら引き取ることができる。
【００１７】
　上記の他の構成としては、例えば、引取機の回転体が２つの前記回転体が対向して配置
されたものであり、対向し合う前記回転体の間にチューブ管が挟持された状態で回転体の
回転により引き取られて行く構成において、対向し合う回転体の一方の回転体の回転方向
が引取方向に対して傾いていており、他方の回転体の回転方向が逆方向に傾いているもの
が挙げられる。
【００１８】
　このように、引取機の回転体が２つの回転体が対向し合うものであり、回転方向がそれ
ぞれ反対側、つまり一方の回転体の回転方向が引取方向に対してある方向（例えば右方向
）に傾き、他方の回転体の回転方向が引取方向に対して反対方向（例えば左方向）に傾い
ていることにより、両者から回転トルクが得られ、より大きな回転方向のベクトル成分が
得られ、押し出し成形されつつあるチューブ管を回転させながら引き取ることができる。
【００１９】
　ここで、押出ダイについて、大径のメインのチューブ腔に対応する口金部分と、前記大
径のメインのチューブ管に沿うように設けられる１本または複数本の小径のチューブに対
応する口金部分とを備えたものとすれば、押出ダイから押し出されるチューブ管の断面に
おいて大径のメインのチューブと前記小径のチューブ腔を備えたものとなる。このような
断面を持つチューブ管が引取機によって回転しながら引取方向に引き取られると、大径の
メインのチューブに対して小径のチューブが螺旋状に設けられたようなチューブ体が生成
される。
【００２０】
　上記の押出成形装置を用いた押し出し成形方法によれば、以下のようなチューブ体が得
られる。



(7) JP 2012-201065 A 2012.10.22

10

20

30

40

50

　例えば、大径のメインのチューブに対して１本または複数本の小径のチューブが螺旋状
に設けられたチューブ体であり、そのうち少なくとも１本の小径のチューブが、大径のメ
インのチューブの外壁面に沿うように設けられたものである。
　また、例えば、大径のメインのチューブに対して１本または複数本の小径のチューブが
螺旋状に設けられたチューブ体であり、そのうち少なくとも１本の小径のチューブが、大
径のメインのチューブの内壁面に沿うように設けられたものである。
　また、例えば、大径のメインのチューブに対して１本または複数本の小径のチューブが
螺旋状に設けられたチューブ体であり、そのうち少なくとも１本の小径のチューブが、大
径のメインのチューブの肉厚内に設けられたものである。
　押出ダイの形を工夫すれば、上記の多様な組み合わせも可能であることは言うまでもな
い。例えば、大径のメインのチューブに対して４本の小径のチューブが螺旋状に設けられ
ており、そのうち１本の小径のチューブが、大径のメインのチューブの外壁面に沿うよう
に螺旋状に設けられ、他の１本の小径のチューブが、大径のメインのチューブの内壁面に
沿うように螺旋状に設けられ、残りの２本の小径のチューブが、大径のメインのチューブ
の肉厚内に螺旋状に設けられたチューブなども可能である。
【００２１】
　上記チューブは、NOTESなどの次世代内視鏡治療において用いる処置具の部品として適
用することができる。例えば、大径のメインのチューブに軟性内視鏡を挿入し、小径のチ
ューブに鉗子類等の処置具を挿入することができる。小径のチューブに挿入された鉗子類
などの処置具は先端から突出すると、大径のメインのチューブに挿入された消化器内視鏡
の視軸に対して偏位角を持つことができ、自由度が高くなり、操作範囲が広くなるという
メリットが得られる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の押出成形装置によれば、押し出し成形されつつあるチューブ管を回転させなが
ら引き取ることができ、従来は引取方向に直線状に押し出されるのみであった押し出し成
形物ではなく、メインのチューブ管の外壁面や内壁面に沿ってまたは肉厚内に螺旋状に回
転した構造物を設けた押し出し成形物を成形することができる。
　本発明の押出成形装置を用いた押し出し成形方法によれば、大径のメインのチューブに
対して小径のチューブが螺旋状に設けられたチューブ体を成形することが可能となり、従
来は押し出し成形では供給できなかった形状のチューブ体を供給することが可能となる。
例えば、大径のメインのチューブに消化器内視鏡治療の軟性内視鏡を挿入し、小径のチュ
ーブに腹腔鏡手術の鉗子類などの硬性処置具を挿入することができるという高機能なプラ
ットフォームとしてチューブ体を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明の押出成形装置の実施例を説明する。なお、本発明はこれらの構成例に限
定されるものではない。
【実施例１】
【００２４】
　実施例１は、本発明の押出成形装置の基本構成例および基本成形工法を示している。
　まず、本発明の押出成形装置１００の基本構成について説明する。
　図１は、本発明の押出成形装置１００全体の構成を模式的に示した図である。
　実施例１の構成例において、押出成形装置１００は、原材料供給装置１１０、押出機１
２０、冷却装置１３０、引取機１４０、切断機１５０の組み合わせとなっている。これら
を上流から下流へ並べることによりインライン装置として構成している。
【００２５】
　原材料供給装置１１０は、原材料を貯蔵し、下流の押出機１２０に対して適量ずつ原材
料を供給する供給装置である。振動ホッパー、強制フィード付きホッパーなど特に限定さ
れず多様なものが適用できる。
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　原材料として、例えば、シリコン樹脂、ポリ塩化ビニル、ポリエチレン、ポリウレタン
、フッ素樹脂、ポリプロピレン、ポリエチレンテレフタレートなど多様なものがあり得る
。主原料となる樹脂材料に対して炭素や炭酸カルシウムなどの添加剤も添加する場合もあ
る。成形するチューブ体に応じて原材料を選択すればよい。
【００２６】
　押出機１２０は、原材料供給装置１１０から供給された原材料を溶融し、押出ダイ１２
２から押し出してチューブ管を形成する機構を備えている。
　押出機１２０はスクリューなどを内蔵したシリンダー１２１、シリンダー１２１の出口
部分の押出ダイ１２２を備えており、シリンダー１２１は加熱筒となっている。
【００２７】
　押出ダイ１２２は、押出機１２０の先端に取り付けられた成形品を押出す口金であり、
押出ダイの形状に応じて押し出されるチューブ体の形状が決まる。ストレートダイ、クロ
スヘッドダイ、フラットダイなどがある。なお、ダイについては、適用原材料の種類、ダ
イ内の温度・圧力・せん断速度、チューブの断面形状等、種々の点を考慮する必要がある
。
【００２８】
　押出機１２０内にフィルターを備える構造もある。フィルターは、押出機１２０により
溶融・可塑化した原材料中の異物、炭化物、ゲル状物などを除去するための一種の濾過装
置である。
【００２９】
　原材料供給装置１１０から供給された原材料はシリンダー１２１内で溶融・可塑化され
、スクリューで混練しつつ、押出ダイ１２２に向かって押し出し、押出ダイ１２２から原
材料を所定量、所定スピードで吐出する。
【００３０】
　押出成形装置１００の稼働により、押出機１２０の押出ダイ１２２からチューブ管が押
し出されて行く。押出ダイ１２２の形状は特に限定されないが後述するように押出ダイ１
２２の形状を選択することによりNOTESなどの次世代内視鏡治療において用いる処置具の
部品として適用できるチューブ体を形成することができる。押出ダイ１２２の形状につい
ては後述する。
【００３１】
　次に、本発明の押出成形装置１００のインライン構成において、押出機１２０の下流側
には冷却装置１３０が配置されている。
　水冷式、空冷式など多様な冷却装置が適用可能であるが、ここでは、水槽を用いた水冷
式の冷却装置１３０とする。
【００３２】
　図１に示すように、上流からのチューブ管の受け入れ口１３１と、水槽部１３２と、下
流へのチューブ管の繰り出し口１３３を備え、押出機１２０から押し出されたチューブ管
を受け入れて冷却する。押出機１２０から押し出されて形成されたチューブは、当初は１
５０℃以上の高温であるが、そのチューブを水槽部１３２内の水に浸して冷却し、引き取
り可能な状態にする。冷却装置１３０により冷却されたチューブは引取機１４０により引
き取られる。
　なお、水槽１３２内の水の温度を常に低く保つために水道から冷水を流し入れつつ溢れ
た水を排出するいわゆるかけ流し方式としても良い。水槽１３２の長さは限定されないが
、押出機１２０から押し出されたチューブ管を十分に冷却する時間、水に浸水できるよう
な距離であることが好ましい。
【００３３】
　次に、本発明の押出成形装置１００のインライン構成において、冷却装置１３０の下流
側には引取機１４０が配置されている。
　引取機１４０は、冷却装置１３０で冷却されたチューブ管を所定速度で引き取る装置で
あり、さらに、本発明の押出成形装置１００の引取機１４０では、チューブ管に対して、
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チューブ管の引取方向の力に加え、チューブ管に対する回転トルクを与えることが可能と
なっている。引取機構としては多様な機構があり得るが、ここでは、回転体で引き取るも
のとして説明する。
【００３４】
　図１に示した構成例では、引取機１４０は対向する２個１組の回転体１４１ａ，１４１
ｂを１つまたは複数個備えた構造となっている。図１では２個１組の回転体１４１ａ，１
４１ｂを２組備えた構成となっている。回転体１４１ａと回転体１４１ｂの間隔はチュー
ブの外径に応じた間隔となっている。
【００３５】
　押出成形装置１００の稼働状態となると、後述する図２に示すように、各々の回転体１
４１ａ，１４１ｂは、挟み込んでグリップしたチューブを下流側へ引き取る方向に回転し
、チューブが各々の回転体１４１ａおよび回転体１４１ｂの回転により下流側へ引き出さ
れて行く。
【００３６】
　ここで、回転体１４１ａ，１４１ｂの少なくとも１つについて、その回転方向に傾きが
設けられており、回転体１４１ａ，１４１ｂによりチューブ管の引取方向の力に加え、チ
ューブ管に対する回転トルクを与えるよう工夫されている。
【００３７】
　引取機１４０の回転体１４１ａ，１４１ｂの回転軸の角度、回転体１４１ａ，１４１ｂ
の回転方向、チューブの流れるインラインの方向の関係について詳しく説明する。
　まず、対向し合う回転体のうち、一方の回転体のみがインラインのチューブ引取方向に
対して少し時計回りに傾いており、他方の回転体はインラインのチューブ引取方向と同じ
方向のままとしている例について説明する。
【００３８】
　図２は、引取機１４０の回転体１４１ａ，１４１ｂの回転軸の角度、回転体１４１ａ，
１４１ｂの回転方向、チューブの流れるインラインの方向の関係について簡単に説明する
図である。
　図２（ａ）は、引取機１４０の回転体１４１ａ，１４１ｂと引き取られるチューブを側
面から見た様子を示す図であり、図２（ｂ）は、引取機１４０の回転体１４１ａ，１４１
ｂと引き取られるチューブを上面から見た様子を示す図である。
【００３９】
　図２（ａ）、図２（ｂ）に示すように、引取機１４０の回転体がチューブ管の外壁に接
しながら回転し、少なくともそのうち１つの回転体、ここでは上側に配置された回転体１
４１ａの回転方向が引取方向に対して傾きを持っている。図２（ｂ）に分かりやすいよう
に、インラインの引取方向である垂直方向に対して、回転体１４１ａの回転方向が少し時
計回りに傾いている。なお、この例では対向する回転体１４１ｂの回転方向はインライン
の引取方向と同じ方向となっている。
【００４０】
　このように、回転体１４１ａの回転方向をインラインの引取方向に対して傾きを持たせ
ると次の技術的効果が得られる。
　図２（ｃ）は回転体１４１ａの回転方向をインラインのチューブ引取方向に対して傾き
を持たせた場合において、回転体１４１により挟み込まれてグリップされたチューブに対
して印加される力を図示化したものである。回転体１４１ａの回転により与えられる力Ｆ
ａは実線、回転体１４１ｂの回転により与えられる力Ｆｂは点線で示している。回転体１
４１ａの回転により与えられる力Ｆａはチューブ体２００の上面、回転体１４１ａの回転
により与えられる力Ｆｂはチューブ体２００の下面にかかっており、力Ｆｂは見やすいよ
うに左横にずらして示している。
【００４１】
　図２（ｃ）に示すように、回転体１４１ａの回転により与えられる力Ｆａは、インライ
ンのチューブ引取方向に対して傾きを持っているためにベクトルを分解することができ、
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インラインのチューブ引取方向に引っ張る力Ｆａ１と、インラインのチューブ引取方向に
垂直な力Ｆａ２が得られる。なお、この垂直な力Ｆａ２はチューブ体の軸が右方向へ転が
るような効果ではなく、その場でチューブ体が自転するように作用する。実際に、発明者
らは本発明の押出成形装置１００を組んで実験して確認したところ、その場でチューブ体
が自転する効果が確認できた。チューブ体は押出機１２０から押し出されてから切断装置
１５０により切断されるまで全長５ｍ以上あり、引取機１４０に対して押出機１２０から
直線状に進行して中央から進入しており、回転体１４１ａに対してもチューブ体は中央か
ら進入し、回転体１４１ａに接する点は回転により常に中央から進入する後続点に移動す
ることから、全体としてはチューブ体は自転し、引取機１４０から横に外れることはなく
、稼働させることができることが分かった。
　結局、回転体１４１ａの回転により与えられる力Ｆａは、インラインのチューブ引取方
向に引っ張る力Ｆａ１とチューブ体の回転トルクを与える力Ｆａ２となる。
【００４２】
　一方、従来型の引取機を用いると、当然、回転体１４１の回転方向はインラインの引取
方向と平行であるため、上記の垂直成分の力Ｆ２に相当する力が存在せず、チューブ体に
対して回転トルクを得ることができない。
【００４３】
　以上、本発明の引取機１４０のように回転体１４１ａの回転軸が傾きを持ち、その回転
方向がインラインの引取方向に対して傾きを持たせたものであれば、チューブ体に対して
回転トルクを得ることができる。
【００４４】
　次に、さらなる工夫として、対向し合う回転体の両方の回転体がインラインのチューブ
引取方向に対して少し時計回りに傾いており、他方の回転体がインラインのチューブ引取
方向に対して少し反時計回りに傾いている例について説明する。
【００４５】
　図３は、図２同様、引取機１４０の回転体１４１ａ，１４１ｂの回転軸の角度、回転体
１４１ａ，１４１ｂの回転方向、チューブの流れるインラインの方向の関係について簡単
に説明する図である。
　図３（ａ）は、引取機１４０の回転体１４１ａ，１４１ｂと引き取られるチューブを側
面から見た様子を示す図であり、図３（ｂ）は、引取機１４０の回転体１４１ａ，１４１
ｂと引き取られるチューブを上面から見た様子を示す図である。
【００４６】
　図３（ａ）、図３（ｂ）に示すように、引取機１４０の回転体がチューブ管の外壁に接
しながら回転し、ここでは上側に配置された回転体１４１ａの回転方向が引取方向に対し
て時計回りに傾きを持っている。また、下側に配置された回転体１４１ｂの回転方向が引
取方向に対して反時計回りに傾きを持っている。
【００４７】
　このように、回転体１４１ａの回転方向および回転体１４１ｂの回転方向をそれぞれイ
ンラインの引取方向に対して傾きを持たせると次の技術的効果が得られる。
　図３（ｃ）は回転体１４１ａの回転方向および回転体１４１ｂの回転方向をインライン
のチューブ引取方向に対して傾きを持たせた場合において、両者の回転体１４１ａおよび
回転体１４１ｂにより挟み込まれてグリップされたチューブに対して印加される力を図示
化したものである。回転体１４１ａの回転により与えられる力Ｆａは実線、回転体１４１
ｂの回転により与えられる力Ｆｂは点線で示している。回転体１４１ａの回転により与え
られる力Ｆａはチューブ体２００の上面、回転体１４１ａの回転により与えられる力Ｆｂ
はチューブ体２００の下面にかかっており、力Ｆｂは見やすいように左横にずらして示し
ている。
【００４８】
　図３（ｃ）に示すように、回転体１４１ａの回転により与えられる力は、インラインの
チューブ引取方向に対して傾きを持っているためにベクトルを分解することができ、イン
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ラインのチューブ引取方向に引っ張る力Ｆａ１と、インラインのチューブ引取方向に垂直
な力Ｆａ２が得られる。回転体１４１ｂの回転により与えられる力は、インラインのチュ
ーブ引取方向に対して傾きを持っているためにベクトルを分解することができ、インライ
ンのチューブ引取方向に引っ張る力Ｆｂ１と、インラインのチューブ引取方向に垂直な力
Ｆｂ２が得られる。この力Ｆｂ２は力Ｆａ２とは逆向きになっているが、力Ｆａ２はチュ
ーブ体の上部に対して時計方向、力Ｆｂ２はチューブ体の下部に対して反時計方向にかか
り、両者とも同じ方向（右ネジが進む方向）のチューブ体の回転力となるので、結局、回
転体１４１ａおよび回転体１４１ｂの回転により与えられる力は、インラインのチューブ
引取方向に引っ張る力Ｆａ１およびＦｂ１と、チューブ体の回転トルクを与える力Ｆａ２
およびＦｂ２となる。
【００４９】
　なお、本発明では、回転体１４１ａと回転体１４１ｂとの対向関係は、必ずしも図２や
図３のように１対１に対向し合うものばかりでなく、図４に示すように、複数個の回転体
がいわゆるジグザグ状に対向し合う関係も含むものである。
【００５０】
　引き続き、装置構成の残りのものについて説明を続ける。
　本発明の押出成形装置１００のインライン構成において、引取装置１４０の下流側には
切断装置１５０が配置されている。
　切断装置１５０はこのようにして長尺で製造されたチューブを所定長さで切断するもの
であり、切断装置１５０の切断によりチューブ体として切り出される。この構成例では、
チューブの先端が位置センサ１５２に触れるとカッター刃１５１がチューブを切断するよ
うになっており、カッター刃１５１と位置センサ１５２との間隔に応じた長さのチューブ
体が得られる。
【００５１】
　制御装置（図示せず）は、押出機１２０からの樹脂の押し出し量や、引取機１４０によ
るチューブの引き取り速度などを制御するものである。制御装置は、予め記憶された制御
プログラムと、ユーザインタフェースとしてのコントロールパネルからの指示に基づいて
製造装置全体の動作制御を行う。
【００５２】
　押し出されるチューブ管の外径と肉厚は、押出ダイ１２２の寸法や形状によってほぼ決
まるが、一定の範囲では押出機１２０からの樹脂押し出し量と引取機１４０の引取速度（
インラインの走行速度）により制御することも可能である。すなわち、押出機１２０から
の樹脂押し出し量が一定量であれば、引取機１４０の引取速度（インラインの走行速度）
が速いほどチューブ管の肉厚が薄く、引取機１４０の引取速度（インラインの走行速度）
が遅いほどチューブ管の肉厚が厚く形成されるので、押出機１２０からの樹脂押し出し量
と引取機１４０の引取速度（インラインの走行速度）を制御する必要がある。
【００５３】
　制御装置がチューブの成形条件を制御することにより、所望の肉厚のチューブが形成さ
れるように押出機１２０からの樹脂の押し出し量や、引取機１４０によるチューブの引き
取り速度などを制御することにより所望の肉厚のチューブを形成することが可能となる。
【００５４】
　以上が、本発明の押出成形装置１００の基本的な構成と基本的な成形方法である。
　その他の補助設備を設けることも可能である。例えば、外径測定器（図示せず）を備え
た構成も可能である。外径測定器とは、インラインで製造されているチューブの外径が所
望の外径であるかをチェックしてそのデータを制御装置にフィードバックする装置である
。外径測定器により冷却装置１３０から出てきたチューブの外径を測定し、制御装置は、
予め定められた目標値及び許容誤差と、外径測定器が測定した実測値とを比較し、実測値
が基準値の範囲に含まれるよう、必要に応じて押出機１２０の押し出し速度、引取機１４
０の引取速度などのチューブ外径や肉厚の厚さに関係する動作条件を変更するフィードバ
ック制御を行うことができる。
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　なお、実際の本発明の押出成形装置１００を構成するには、さらに制御装置やスイッチ
類やローラーなどの必要な周辺装置を取り付けて構成する。
【００５５】
　次に、上記本発明の押出成形装置１００を用いて、NOTESなどの次世代内視鏡治療にお
いて用いる処置具の部品として適用するチューブ体の製作について説明する。NOTESなど
の次世代内視鏡治療において用いる処置具の部品として適用するチューブ体としては、軟
性内視鏡を挿入する大径のメインのチューブと、鉗子類などの処置具を挿入する小径のチ
ューブを備えたものであり、特に、大径のメインのチューブに対して１本または複数本の
小径のチューブが螺旋状に巻くように設けられた形状という、特別な形状のチューブ体で
ある。
【００５６】
　上記のNOTESなどの次世代内視鏡治療に用いるチューブ体を製作するため、押出ダイ１
２２として、大径のメインのチューブに対応する口金部分と、大径のメインのチューブ管
に沿うように設けられる小径のチューブに対応する口金部分とを備えたものとすれば、押
出ダイ１２２から押し出されるチューブ管の断面において大径のメインのチューブと小径
のチューブを備えたものとなる。このような断面を持つチューブ管が引取機によって回転
しながら引取方向に引き取られると、大径のメインのチューブに対して小径のチューブが
螺旋状に設けられたようなチューブ体が生成される。
【００５７】
　なお、大径のメインのチューブに対して小径のチューブを螺旋状に設ける場合、例えば
、次の３パターンがあり得る。
　第１のパターンは、大径のメインのチューブの外壁に沿って小径のチューブが螺旋状に
設けられたチューブ体である。
　第２のパターンは、大径のメインのチューブの内周壁に沿って小径のチューブが螺旋状
に設けられたチューブ体である。
　第３のパターンは、大径のメインのチューブの肉厚内に小径のチューブが螺旋状に設け
られたチューブ体である。
【００５８】
　図５は、上記第１のパターンのチューブを形成するための押出ダイ１２２ａの一例と当
該押出ダイ１２２ａを用いて押出成形されるチューブ２００ａを簡単に示す図である。図
５に示すように、押出ダイ１２２ａは、大径のメインのチューブに対応する口金部分１２
２１ａと、大径のメインのチューブ管の外壁に沿うように設けられる小径のチューブに対
応する口金部分１２２２ａとを備えたものとなっている。この図５の押出ダイ１２２ａか
ら押し出されるチューブ管の断面は、大径のメインのチューブ２１０ａの外壁面に小径の
チューブ２２０ａを備えたものとなる。
【００５９】
　図５に示すように、押出ダイ１２２ａを押出機１２０の先端に取り付けて、引取機１４
０により回転トルクを与えつつ引き取って形成されるチューブ２００ａは、チューブ２０
０ａが回転しつつ引き取られるため、小径のチューブ２２０ａは押出機１２０の先端では
常に上面にあるが、回転しながら引き取られて行く中で小径のチューブ２２０ａの位置が
徐々に螺旋状になってゆく。押出ダイ１２２ａ自体は固定されて動かないが、チューブ２
００ａの方が回転するので、大径のメインのチューブ２１０ａの外壁面に対して小径のチ
ューブ２２０ａが相対的にあたかも螺旋状に形成されて行く。
【００６０】
　図６は、上記第２のパターンのチューブを形成するための押出ダイ１２２ｂの一例と当
該押出ダイ１２２ｂを用いて押出成形されるチューブ２００ｂを簡単に示す図である。図
６に示すように、押出ダイ１２２ｂは、大径のメインのチューブに対応する口金部分１２
２１ｂと、大径のメインのチューブ管の内壁に沿うように設けられる小径のチューブに対
応する口金部分１２２２ｂとを備えたものとなっている。この図６の押出ダイ１２２ｂか
ら押し出されるチューブ管の断面は、大径のメインのチューブ２１０ｂの内周壁面に小径
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のチューブ２２０ｂを備えたものとなる。
【００６１】
　図６に示すように、押出ダイ１２２ｂを押出機１２０の先端に取り付けて、引取機１４
０により回転トルクを与えつつ引き取って形成されるチューブ２００ｂは、チューブ２０
０ｂが回転しつつ引き取られるため、小径のチューブ２２０ｂは押出機１２０の先端では
常に上面にあるが、回転しながら引き取られて行く中で小径のチューブ２２０ｂの位置が
徐々に螺旋状になってゆく。
【００６２】
　図７は、上記第３のパターンのチューブを形成するための押出ダイ１２２ｃの一例と当
該押出ダイ１２２ｃを用いて押出成形されるチューブ２００ｃを簡単に示す図である。図
７に示すように、押出ダイ１２２ｃは、大径のメインのチューブに対応する口金部分１２
２１ｃと、大径のメインのチューブ管の内壁に沿うように設けられる小径のチューブに対
応する口金部分１２２２ｃとを備えたものとなっている。この図７の押出ダイ１２２ｃか
ら押し出されるチューブ管の断面は、大径のメインのチューブ２１０ｃの肉厚内に小径の
チューブ２２０ｃを備えたものとなる。
【００６３】
　図７に示すように、押出ダイ１２２ｃを押出機１２０の先端に取り付けて、引取機１４
０により回転トルクを与えつつ引き取って形成されるチューブ２００ｃは、チューブ２０
０ｃが回転しつつ引き取られるため、小径のチューブ２２０ｃは押出機１２０の先端では
常に大径のチューブ２１０ｃの上面側の肉厚内にあるが、回転しながら引き取られて行く
中で小径のチューブ２２０ｃの位置が徐々に螺旋状になってゆく。
【００６４】
　本発明者らは、実際に本発明の押出成形装置１００を構成し、本発明の押出成形方法を
用いて本発明のチューブ体２００を製作した。
　図８は、実際に構成した本発明の押出成形装置１００の一例を示す図である。
　図９は、実際に構成した本発明の押出成形装置１００の押出ダイ１２２付近の拡大図で
ある。
　図１０は、実際に構成した本発明の押出成形装置１００の引取機１４０においてチュー
ブ２００が引き取られる様子を示す図である。
　図１１は、実際に構成した本発明の押出成形装置１００の切断装置１５０においてチュ
ーブ２００が切断される様子を示す図である。
　図１２は、実際に得られた大径のメインのチューブ２１０に対して小径のチューブ２２
０が螺旋状に設けられたチューブ体２００の試作例を示す図である。
　このように実際に構成した本発明の押出成形装置１００を稼働すると、実際にチューブ
２００は引取機１４０により自転しながら引き取られ、大径のメインのチューブ２１０に
対して小径のチューブ２２０が螺旋状に設けられたチューブ体２００が得られた。
【００６５】
　本発明の技術として小径のチューブ２２０に腹腔鏡手術の鉗子類などの硬性処置具を挿
入した場合、大径のメインのチューブから突出する消化器内視鏡の視軸に対して偏位角を
持っているため、鉗子類などの硬性処置具の動きの自由度が高まり、剥離・切除などの処
理がしやすくなっている。
　一方、従来技術として大径のチューブに腹腔鏡手術の鉗子類などの硬性処置具を挿入し
た場合、大径のメインのチューブから突出する消化器内視鏡の視軸に対して偏位角が小さ
く鉗子類などの硬性処置具の動きの自由度が小さく、剥離・切除などの処理がしにくいこ
とがわかる。
【００６６】
　以上、本発明の押出成形装置の構成例における好ましい実施例を図示して説明してきた
が、本発明の技術的範囲を逸脱することなく種々の変更が可能であることは理解されるで
あろう。
【産業上の利用可能性】
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【００６７】
　本発明の押出成形装置および押出成形方法は、多様なチューブ体などを押出成形する装
置として適用することができる。チューブ体を回転させつつ引き取ることができるので、
NOTESなどの次世代内視鏡治療において用いる処置具のチューブを製作することができる
。得られたチューブは、例えば、大径のメインのチューブに軟性内視鏡を挿入し、小径の
チューブに鉗子類などの処置具を挿入することができる。
【図面の簡単な説明】
【００６８】
【図１】本発明の押出成形装置１００全体の構成を模式的に示した図である。
【図２】引取機１４０の回転体の回転軸の角度、回転体の回転方向、チューブの流れるイ
ンラインの方向の関係について簡単に説明する図（その１）である。
【図３】引取機１４０の回転体の回転軸の角度、回転体の回転方向、チューブの流れるイ
ンラインの方向の関係について簡単に説明する図（その２）である。
【図４】引取機１４０の回転体の回転軸の角度、回転体の回転方向、チューブの流れるイ
ンラインの方向の関係について簡単に説明する図（その３）である。
【図５】上記第１のパターンのチューブを形成するための押出ダイ１２２ａの一例と当該
押出ダイ１２２ａを用いて押出成形されるチューブ２００ａを簡単に示す図である。
【図６】上記第２のパターンのチューブを形成するための押出ダイ１２２ｂの一例と当該
押出ダイ１２２ｂを用いて押出成形されるチューブ２００ｂを簡単に示す図である。
【図７】上記第３のパターンのチューブを形成するための押出ダイ１２２ｃの一例と当該
押出ダイ１２２ｃを用いて押出成形されるチューブ２００ｃを簡単に示す図である。
【図８】実際に構成した本発明の押出成形装置１００の一例を示す図である。
【図９】実際に構成した本発明の押出成形装置１００の押出ダイ１２２付近の拡大図であ
る。
【図１０】実際に構成した本発明の押出成形装置１００の引取機１４０においてチューブ
２００が引き取られる様子を示す図である。
【図１１】実際に構成した本発明の押出成形装置１００の切断装置１５０においてチュー
ブ２００が切断される様子を示す図である。
【図１２】実際に得られた大径のメインのチューブ２１０に対して小径のチューブ２２０
が螺旋状に設けられたチューブ体２００の試作例を示す図である。
【図１３】従来のチューブの押出成形装置１０の構成例を簡単に示す図である。
【符号の説明】
【００６９】
　１００　押出成形装置
　１１０　原材料供給装置
　１２０　押出機
　１２１　シリンダー
　１２２　押出ダイ
　１３０　冷却装置
　１３１　上流からのチューブ管の受け入れ口
　１３２　水槽部
　１３３　下流へのチューブ管の繰り出し口
　１４０　引取機
　１４１　回転体
　１５０　切断装置
　１５１　カッター刃
　１５２　位置センサ
　２００　チューブ
　２１０　大径のチューブ部分
　２２０　小径のチューブ部分
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